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一般社団法人 日本照明工業会 
2022 年度 事業報告 

１．概 要 

ロシアによるウクライナ侵攻の長期化、それによるエネルギー資源高騰、海外生産・部品調達などのサ

プライチェーンへの影響や、半導体不足、レアメタルを中心とする素材高騰、世界規模でのインフレ、各

国の金利政策から来る円安の伸長や景気減退感の広がりなど、足元の国際経済環境を見る限り厳しい見通

しばかりが目に付く。 
国内経済活動に目を向けると、半導体需給に関する課題は、高機能半導体などでは一服感があるものの、

いわゆる汎用型については十分な供給量を満たしておらず、自動車産業などでは減産が続いている。一方

内需については、新型コロナウィルス感染症の収束などに伴い、インバウンド需要も一部戻ってきており、

商業小売業での設備投資も再開されつつある。またエネルギー資源高騰や、カーボンニュートラルを目指

したグリーン投資を後押しする政策の実施、関連して温室効果ガス排出削減を目指した省エネ設備導入を

促進する補助金制度など、建設投資環境については比較的堅調に推移しているとみられる。 
このような国内経済を背景として、国内照明事業を 2022 年度の当会自主統計データから鑑みると、一

般用照明器具出荷において、69,128 千台（対前同 102.1%）と続伸し、およそコロナ禍前の 2019 年度レ

ベル（対 19 年度 99.0%）まで戻った。住宅 LED、屋外 LED 共に前同割れに対し、前述のとおり様々な

補助金制度や、エネルギー高騰に対する省エネ設備への投資意欲に裏付けられ、非住宅屋内 LED におい

ては前年度比 110％と大きく伸長している。 
光源類においては、既存光源の減少が続いているが、総数ベースで 149,258 千個（対前同 88.6%）、対

2019 年度では 70.6%と 3 年で凡そ 3 割減という減少スピードとなっている。蛍光ランプを含む放電ラン

プについては、まだ尚年間 6 千万本（61,819 千本）のペースで販売されている。 
工業会活動として日々の委員会活動から国際会議まで、多くの会議体は、オンラインないしハイブリッ

ド形式での運用となったものの、新型コロナウィルス感染症の収束に呼応し、リアルで従前の方式でのコ

ミュニケーションも再開されてきている。5 月総会・春季懇親会をリアルで開催し、10 月秋季懇親会、1
月賀詞交換会ではビュッフェ形式の立食によるほぼ従来の形態で実施してきた。一方「あかりの日」委員

会を中心に実施してきたイベントの１つに街頭ＰＲがある。コロナ禍の影響で 3 年間活動を中止してきた

が、当該委員会で 2023 年度以降も同じ形式では実施しないことを決議した。従前の方式に戻らず SNS
などの新コミュニケーションへの移行した一例でもある。 

2022 年に、これまで照明成長戦略 LIGHTING VISION 2030 の一環で普及啓発を推進してきた高付加

価値照明を『Lighting 5.0』というキーワードで示すことを行い、工業会内外に向けた浸透活動を開始し

た。これらの活動の内容を含め、以下に 2022 年度の当会の活動をまとめて示す。 
 

２．重点課題 

１ “Connected Industries”によるパラダイムシフトへの対応 

１-1 Lighting 5.0普及のための事業環境整備 

１-2 パラダイムシフトに対応した工業会組織改革 

１-3 その他標準化、製品安全の推進 

２ あかり文化の向上とSDGsへの貢献 

２-1 ストック市場の SSL 化加速による地球環境への貢献 

２-2 “あかりの質向上"による新たな空間価値の創出・提案 

２-3 “新たな空間価値の創出”を支える基盤技術の調査研究  

２-4 環境負荷物質への対応  

３ グローバル化・ボーダレス化への対応 

３-1 海外市場展開の為の環境整備 

３-2 日本照明のブランド化 
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３-3 公正で適正な競争ができる健全な市場維持 

４ 認証事業推進 

４-1 委託認定事業推進 

４-2 照明器具自主認証事業推進  

５ 工業会活動の活性化 

５-1 工業会運営体制強化 

５-2 工業会プレゼンスの向上 

 

３．重点課題における活動成果のまとめ 

１ “Connected Industries”によるパラダイムシフトへの対応 

LIGHTING ACTION for 2030 実行委員会を組織し、照明成長戦略 LIGHTING VISION 2030 の実

行強化を図ってきた。ただ明るさを得るだけの照明ではなく、「健康」「快適」「安全」「便利」といった

新たな機能を付加した高付加価値照明を『Lighting 5.0』と定義し、推進を開始した。『Lighting 5.0』
は、政府が DX 戦略などと結びつけて推進している Society 5.0 に対応する照明として、また 1.0 は燃

焼のあかり、2.0 は白熱電球、3.0 は放電灯、4.0 は固体発光とするならば、5.0 はその先を見据えたデ

ジタル技術による照明の新しい姿をイメージしやすく、誰もが理解しやすい。 
一方技術的側面として、IoT 化に伴う遠隔操作における安全性の観点は、Lighting 5.0 を推し進める

実行フェーズで重要である。どのような使われ方やシステムが今後生み出されるものか、現時点で計る

ことはできないが、リスクアセスメントといったリスクシナリオ分析の方法の確立は、新たなサービス

を安全面で後押しできる重要な考え方でもあり、遠隔操作におけるリスクアセスメントを課題とした

「IoT 化製品ガイドライン検討小委員会」を組織し、当局より各業界に対し要請された、想定される遠

隔操作のシーンや動作を踏まえた起こり得るリスクの洗い出しの具現化、に対応した。 
このほか、業界として大きなインパクトで迎えられたのは、2022 年 8 月に照明機器の電安法技術基

準のうち雑音に関する規定が国際標準 CISPRJ15 へ移行された。すでに 2021 年 12 月に告示改正され

た LED ランプに続き、同様の内容であるが、3 年間の猶予期間をもって告示改正された。膨大な品種

を抱える当会各会員企業が、スムーズに新基準への適合を果たすよう、各試験サイトの繁忙情報を入手

展開するなどして、推進してゆきたい。 
 

２ あかり文化の向上と地球環境への貢献 

LIGHTING ACTION for 2030 実行委員会による具体的な施策として、10 月秋季懇親会に合わせて

実施された当会役員による「アクション宣言」とパブリシティであり、並びに同時に公開された

LIGHTING ACTION for 2030 のプラットホームとしてのスペシャルサイトの公開である。Lighting 
5.0 や照明成長戦略 LIGHTING VISION 2030 に関する情報のみならず、会員企業が販売促進する

Lighting 5.0 相当製品の情報が得られる内容となっており、引き続きスペシャルサイトへの誘引を促進

する。その 1 つとして、12 月開催のエコプロ 2022 に、JLMA として初めて出展し、Lighting 5.0 の啓

発を通じ、異業種への接触を試みた。 
Lighting 5.0 は、LED 照明を超えた第 5 世代の照明であり、現時点では全く耳慣れない言葉である

が、2030 年ストック SSL 化率 100％達成の原動力として、業界の魅力を伝えるべく新技術・新サービ

スを包含し Lighting 5.0 として啓発に注力する。その第 1 歩を踏み出すことができた。 
 

３ グローバル化・ボーダレス化への対応 

ベトナム照明協会主催の照明ワークショップには、オンラインではあるが、経産省情報産業課からの

基調講演を得ながら、当会からの照明成長戦略 LIGHTING VISION 2030 の紹介や、参加会員企業に

よるプレゼンテーションなどで対応した。通常視察ツアーを企画運営している展示会 Light+Building
は秋に延期され開催されたが、会員企業からの参加エントリーが得られず、通常視察ツアーを中止とし

た。秋以降は、IEC、GLA などの国際会議がリアルで開催され、JLMA も参画したが、年間を通じま
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だコロナ影響を大きく受け、本来の国際活動には至らなかった。 
 

４ 認証事業推進 

一時的に中断してきた各認定・評定における立ち入り調査を再開した。誘導灯の認定試験立会を 2 件

実施した。また非常用照明器具、埋込み形照明器具の登録製造事業者について、ピックアップした 4 社

について、立ち入り調査を実施した。また公共施設用照明器具（JIL5004）の改正に伴い、新基準に準

じた確認図登録が開始され、760 枚の確認図チェックと登録を完了した。防災機器が非常時に正しく運

用される前提として、機器やパーツがきちんと保守管理されていることが重要である。特にバッテリー

の放電点検は、バッテリー長期使用での性能維持向上に不可欠であり、リモコン点検機能の啓発を含め

改めてちらし類を刷新して、啓発に努めた。 
 

５ 工業会活動の活性化 

2023 年 4 月をもって日本照明工業会は発足 10 周年を迎える。その記念事業として、前身の工業会と

同様に、10 年間にわたる照明業界の技術史並びに工業会の活動の歩みを日本照明工業史初版として発

刊すべく、編集委員会を組織し執筆内容をまとめた。2023 年 5 月の定時総会後に挙行予定の JLMA 創

立 10 周年記念式典においてお披露目とする。 
 

４．会員動向 

4.1 2022 年度の入会・退会 

＜入会＞ 3 社 
 （正会員 3 社） ㈱ムサシ    2022 年 4 月 

東亜電気工業株式会社   2022 年 11 月 
エイテックス株式会社   2022 年 11 月 

 
＜退会＞ 10 
 （正会員 10 社） ミタチ産業㈱    2022 年 6 月 

㈱理研     2022 年 6 月 
サエス・ゲッターズ・エス・ピー・エー 2022 年 6 月 
ライトビーム株式会社   2022 年 9 月 
㈱ティーネットジャパン   2022 年 12 月 
神戸インターナショナル株式会社  2023 年 3 月 
三菱電機株式会社   2023 年 3 月 
豊田合成株式会社   2023 年 3 月 
フェニックス電機株式会社  2023 年 3 月 
東神電気株式会社   2023 年 3 月 

 
4.2 会員数 

2023 年 4 月 1 日における会員数は下表のとおり 

 2022 年 4 月 1 日 2023 年 4 月 1 日 増 減 

法人・団体 

正会員 175 168 -7 
賛助会員 27 27 0 

合 計 202 195 -7 

個人 賛助会員 74 73 -1 
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５．具体的な活動成果 

１ “Connected Industries”によるパラダイムシフトへの対応 

１-1 Lighting5.0 普及のための事業環境整備 

１-1-1 Lighting5.0 に関する標準化推進 

① IoT 化に関連するセキュリティ対応についての今後の対応方針策定 

令和 4 年度経済産業省事業「令和４年度電気用品、ガス用品等製品の IoT 化等による安全確

保の在り方に関するガイドラインの普及・市場動向調査」に照明業界として対応すべく、IoT
化製品ガイドライン検討小委員会を発足し活動した。また経済産業省サイバーセキュリティ

課が進めている IoT 製品に対するセキュリティ適合性評価制度の構築に関する情報を入手

し、関連委員会で共有した。現時点での取り組みについては、「IoT 機器のセーフティに関す

る取組み状況について」と題して、照明工業会報 3 月号に報告した。 

② "TC34 AG4（照明システム）への参画による照明システム構成の標準化推進 
TC34 WG14(照明システム)・PT63103・PT63117 への参画による照明システムの安全・性能・

評価方法の標準化推進" 

計 6 回の照明システム技術小委員会を開催し、活動した。相互接続性の DTR では、日本提

案の標準インタフェースを維持し、 IEC TR 63425 が発行される見込みである。

ISO/TC274/JWG1/TF BIM（データモデル）には、TC34 からのリエゾンで参画し、IEC か

らの視点での文書修正など対応した。その他 IEC 文書回答を 2 件実施した。また IEC/TC 65
「産業プロセス測定、制御と自動化」とのリエゾン締結について賛成を投じた。また歩行者

自転車用経路の自律道路照明システムの推進方針を定めた。 

③ "ISO（ISO/TC274）規格への参画と JIS 改正対応 
・ISO/TC274 における文書審議 
・CIE 発行文書(標準(S)文書・技術報告書・TN 文書)への参画 

CIE 国内委員会は、書面審議含め 11 回開催し、CIE 発行文書(標準(S)文書・技術報告書・TN
文書)へ対応した。CIE NC 投票は、9 件すべて投票した。 
【規格関連投票】ISO/CIE DIS 23539、ISO/CIE FDIS 11664-6:2022、ISO/CIE FDIS 
11664-2:2022、ISO/CIE DIS 23603:2022、ISOCIE FDIS 23539 
ISO/TC274 国内審議委員会は 2 回開催し、ISO/TC274 投票 13 件すべて投票した。 
【規格関連投票】ISO/CIE DTR 3092、ISO/CIE DIS 23539、ISO/CIE TS 22012、Systematic 
Review ISO 30061/CIE S 020:2007、ISO/PDTS 7127 BIM Properties for Lighting — 
Luminaires and Sensing devices (JWG 1)、ISO/CIE CD 8995-1 (JWG 5)、ISO/NP 23456-2、
Systematic Review ISO/CIE 8995-3 

１-1-2 IoT、AI、ビッグデータを核とした分野業種を超えた連携強化 

外部団体との連携、情報交流 
・JEITA スマートホーム部会 (データカタログ WG，サイバーセキュリティ WG）への参画 
・スマートコミュニティ・アライアンス（JSCA）からの情報入手と外部交流促進 

外部団体との連携、情報交流として、以下の活動を実施した。 
・JEITA スマートホーム部会 2 回の開催(4/6，10/6)に出席した。また傘下のデータ連携検討

WG（8/5）、サイバーセキュリティ WG（5/26，7/21，9/5，12/1、1/19，3/16）へそれぞれ

参画した。 
・JSA 制御システムセキュリティ JIS 開発研究会への参加(6/2）内容を企画委員会，照明技

術委員会に展開した。 
・スマートコミュニティ・アライアンス（JSCA）からの情報入手と外部交流促進を行った。

ここで配信される情報は有用であり、JSCA ニュースレター38 回分並びに JSCA NEWS 
LETER 8 回分を企画委員会及び照明技術委員会のメンバーに共有した。 
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１-2 パラダイムシフトに対応した工業会組織改革 

１-2-1 異業種からの新規入会促進 

啓発活動と連携した異業種へのアプローチ、IT,AI など Connected Industries 関連事業分野企

業へのリーチ拡大 

LIGHTING ACTION for 2030 活動の中で、エコプロ 2022 などの出展で異業種へのアプロ

ーチを試みた。これまでアクセスできないユーザ層や他業種との接点を持つことはできたも

のの、業界同士の連携や JLMA への新規入会などには至らなかった。一方、エコプロ 2022
出展の経験は、2023 年度の LIGHTING ACTION for 2030 活動に生かされる。 

１-2-2 Lighting5.0 に対応した委員会・事務局組織体制構築 

委員会・WG などの委員会構成の見直し実施、2030 年度に向けた新設委員会および廃止委員

会の素案作りと各委員会への確認 

1-1-1➀に記載のとおり、11 月に「IoT 化製品ガイドライン検討小委員会」を設置した。また

次年度に向け、活動活性化の一環より、照明器具技術小委員会と光源技術小委員会の統合や、

LED 光源技術分科会を発展的解消を実施することとした。GLA では、取り上げるべきテー

マの再構築を検討しており、サステナビリティや環境側面といったキーワードに結び付くテ

ーマの重要性が増している。これらも踏まえ、引き続き必要な活動委員会の構成を柔軟に検

討してゆく。 

    １-3 その他標準化、製品安全の推進 

１-3-1 標準化推進 

① JIS の計画・原案作成・発行・見直し 

計画に従い、JIS C 62868-1(OLED 光源－安全仕様 第 1 部)、JIS C 62922(仮)一般照明用

有機 EL(OLED)パネル－性能要求事項の制定案、並びに JIS C 8105-3 照明器具－第 3 部：

性能要求事項、JIS C 8324 蛍光灯ソケット及びスタータソケットの改正案、また JIS C 
7709-1,-2,-3(口金、受金、ゲージ）の改正追補案をそれぞれ作成し、JSA に提出した。次の

JIS 改正に向けて以下の JIS についての分科会を組織し、改正活動を開始した。 
・JIS C 8472 ライティングダクト-照明器具用ダクトの安全性要求事項 
・JIS C 8105-2-4 一般用移動灯器具に関する安全性要求事項 
・JIS C 8147-2-13 直流又は交流電源用 LED モジュール用制御装置の個別要求事項(追補 1） 
・JIS C 8122 差込みランプソケット 

② 工業会規格原案作成・取組み予定 

工業会規格等の制定：１件、JLMA 302「殺菌灯を組み込んだ電気消毒器」（7 月） 
工業会規格等の改正：５件、JIL 5510「屋外用非常灯及びソーラーライト技術基準」(4 月)、
ガイド 136「照明器具に関する VOC ガイドライン」(11 月)、ガイド 005「照明製品 製品ア

セスメントマニュアル」(11 月)、JEL600「光源製品の正しい使い方と表示事項」(2 月)、ガ

イド A139「電力料金および年間点灯時間の表示に関するガイドライン」(2 月) 
工業会規格の廃止：２件、技術資料 136「照明器具の環境配慮に関する評価基準」(11 月)、
ガイド B011「高品質照明用 LED 光源の性能要求指針」（2 月） 

③ CISPR（雑音）,TC34 WG5 EMF（電磁界影響） 

CISPR に関する文書回答は、CIS/F/821/CD：CISPR15 第 9 版改正 1 版の CD 文書審議、

CIS/F/823/DC：電流クランプによる伝導妨害波測定法に関する審議の計 2 件（100%）対応

した。 
別表第十別表第十（電波雑音）の改正対応に関しては、LED 電球に続いて、その他の照明機

器について、3 年間の猶予期間付きで、2022 年 8 月 CISPRJ15 基準への移行改正が実施さ

れた。また照明以外の機器についての別表第十見直しは別 WG で対応中であるが、次ステッ

プの WG2（マルチメディア機器、家庭用医療機器）に JLMA も参画した。 
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④ IEC TC77（EMC･EMI･EMF（高調波・電磁両立性））高調波・突入電流・フリッカ・スト

ロボ効果 

2021 年度に製造販売した製品を対象として、高調波規制適合調査を実施した。101 社（依頼

対象：174 社、回答率 58％）より回答を得、規制対象製品を販売している個社が 72 社、こ

のうち未適合機種の取扱が 23 社（32%）となることを確認し、前年度に比べ改善したものの、

更に対応を促進する必要がある。高調波規制は自主規制であり法的規制ではないため、各社

の認識向上が必須であり、高調波の HP の更新や会員企業に配布を前提とした技術資料の作

成を開始した。 
IEC61000-3-2 Ed.5 のメンテナンスが開始され、Amd.2 の CD 文書（照明機器関連の用語の

定義見直しなど）を審議し対応した。その他、電気消毒器について、高調波限度値をクラス

A とする意見を SC77A 国内委員会に提案した。電気消毒器の普及の状況や市場規模等の根

拠を示すよう指摘があり、継続課題としている。 

⑤ ISO TC274 国際規格（及び対応 JIS)・CIE（国際）標準 

6/16-16 に開催された TC274 総会、Plenary 会議に竹下国内代表を含め 5 名が参加した。そ

の他 JWG1 および JWG5 会議にも参加対応している。審議文書は計 75 件、うち投票文書は

12 件、すべてに対応した。また 2023 年度の TC274 Plenary 会議を東京招致し、後述の

IEC/TC34 定例会議と連続して、2023 年 7 月に東京開催をホストすることが決定され、準備

を開始した。 

⑥ IEC TC34(照明）活動への参画 

計 26 の国内ミラー委員会は会議体もしくは書面審議にて、適宜意見募集と、報告、対応を

行った。IEC 投票文書（NP；3 件、DC;22 件、CD;17 件、CDV；7 件、FDIS；20 件、Q；

15 件）計 84 件について、100%投票完了した。また 2023 年 6 月開催の TC34 定例会議開催

を日本がホストすることとし、準備を開始した。 

１-3-2 製品安全への取り組み強化 

① 電気用品調査委員会・解釈検討第 1 部会・解釈検討第 2 部会（別表第十二への JIS 提案）・

事故調査部会 

第 113 回電気用品調査委員会審議結果に基づき、LED 電灯器具などの別表第十（電波雑音）

基準が 8 月 31 日付で改正された（猶予期間 3 年）この他、別表第十二への JIS 提案として、

JIS C 8324 蛍光蛍光灯ソケット及びスタータソケットを予定している。事故事例調査部会で

は、「LED の火災状況と事例の情報提供について」(東京消防庁)に対応し nite データベース

等の分析、関係委員会での周知を図った。 
また、第 115 回電気用品調査委員会にて「電気用品安全法の旧一項基準の廃止に向けた検討

(案)」が解釈検討第 1 部会に付託され、別表第六（安定器類）、別表第八（光源及び光源応用

機械器具）の別表第十二移行取り組みが順次進むことが公表された。これにより一連の旧省

令一項がいよいよ国際基準（省令二項）一本化される道筋がつけられた。 

② 電気消毒器の改正技術基準に対応した工業会規格制定 

工業会規格 JLMA 302「殺菌灯を組み込んだ電気消毒器」を制定した（7 月）。また技術資料

305「電気消毒器技術要求事項細則」改正案（主に表示事項）について審議を進め、ドラフ

トを完成させた。加えて認証制度の確立に向けた準備として、殺菌灯を組込んだ電気消毒器

自主評定に関する手順・申請書の事例検証に着手した。 

③ 電気用品安全法に活用される電気安全規格の JIS 開発における以下の更新作業 

第 1 回性能規定化 WG において整合規格リストの更新を実施した（1/20）。また第 2 回委員

会において今年度の JIS 開発内容及び整合規格リストの JIS 開発との整合を図った修正を確

認した。 

④ 電安法旧省令 1 項基準廃止への準備 （別表第八廃止への対応） 

照明技術委員会の傘下に、解釈別表第八廃止に向けた事前対応検討 WG を設置し、計 6 回の
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WG を開催し。器具に関して JIS C 8105-1 と別表第八の差異を精査し IEC へ提案すべきデ

ビエーション項目とその内容などを抽出した。対応国際規格である IEC60598 の次期改正の

中で、各項目を反映できるような活動に繋げる。次年度も継続集中して、準備を進める。 

⑤ 製品情報、リコール情報の収集と対応、消費者行政の情報収集と対応 

計画通り年４回の委員会を開催し情報共有を図った。また製品重大事故報告については、暦

年単位で 2022 年 1-6 月分、7-12 月分をそれぞれ 9 月および 3 月にまとめた。 

 

２ あかり文化の向上とSDGsへの貢献 

２-1 ストック市場の SSL 化加速による地球環境への貢献 

２-1-1 ストック市場の SSL 化率推移の見える化推進 

① ストック SSL 化率及び Lighting 5.0 構成比率の定期的な自主統計データ公表推進 

Lighting 5.0 公表後は、CSL&HCL 化率を Lighting 5.0 構成化率（数量）として、HP にて

月次ベースで公表を実施している。同様に 2020 年度ベースのストック数量を分母として、

ストックにおける SSL 化率も公表を実施している。 

② 生産統計、輸出入統計の定期的な公表推進と外部団体連携 

経済産業省生産動態統計ならびに財務省貿易統計（輸出入）について、1 回/月の公表を随時

実施した。また例年通り。８団体（経済産業省 情報産業課、環境省大臣官房 環境経済課、

家電製品協会、日本機械工業連合会、日本電設工業協会、光産業技術振興協会、照明学会、

日本能率協会総合研究所)に対し、当会集計の自主統計を提供した。 

２-1-2 取換えリニューアル活動の推進 

① カエル BOOK 等市場啓発パンフレット等の作成、配布(2022 年度版への Revise)と住宅/施設

の実施例サイトのリニューアル 

住宅リニューアル、施設リニューアル、両小委員会とも計画通り隔月にて委員会を開催し、

前者では、「住宅照明ノウハウ・事例集」の制作を行い、11 月に HP へ掲載した。後者では、

ガイド A139-2023「電力料金および年間点灯時間の表示に関するガイドライン」の改正発行、

またカエル BOOK2023 版の改訂発行を完了し、16,600 冊の冊子印刷と配布を完了した。引

き続きガイド A138「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に対応する自己適合

宣言書の記入ガイド」の改正などを審議してゆく。 

② 税制優遇や補助金など関連省庁と連携したリニューアル促進政策の PR 

住宅リニューアル小委員会関連として、国交省「住宅エコリフォーム」、東京都ゼロエミ事業

推進など情報展開と各社取組の働きかけなどを実施した。施設リニューアル小委員会関連で

は、エネ庁主管の先進的省エネルギー投資促進(C)調光設備に関わる各種照会などに対応、ま

た各社の積極的な取り組みを促進した。その他、・環境省が主管する LD-TECH における改

定基準案についての審議ならびに、グリーン購入法における適合機種基準改正案に対する見

解やコメントの提出を行い、改正案に反映させた。 

③ LED 光源、制御装置等の啓発（G13 直管 LED 光源安全啓発含む） 

G13 直管 LED 光源に相当する製品を製造販売している会員企業への JLMA301 準拠に関連

するアンケートを実施し、非適合製品の JLMA301 化を促した。ほとんどの会員企業では、

モデルチェンジや製品終息をもって対応してゆくとの方向性を得た。 

④ 次期省エネ法（トップランナー制度）基準作成に関する業界対応、(1)装飾用等特定用途の機

器に対する規制値緩和、(2)照明制御機能付での規制値緩和、などの新評価方法の提案 

現状固有エネルギー消費効率（lm/W）で規定化されている照明器具のトップランナー基準で

あるが、2020 年度の報告徴収を完了した。主管するエネ庁と調整をしながら、早急な対応は

不要であるが、次期トップランナー制度の準備期にあり、自主的に次期制度案の答申ができ

るよう検討委員会を組織し活動している。具体的に区分を増やす案（ベースライトやダウン
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ライトなど）や、lm/W ではなく kWh といった年間消費電力量を指標とする制度設計の検討

などを進めている。現時点では後者の年間消費電力量が有力である旨、経過報告としてエネ

庁とも共有し、その方向で進めるよう同意を得た。次年度も引き続き詳細検討を進める。 

⑤ 温暖化対策法関連 

当会が所属する電気電子関連団体 JEMA、JEITA の主管する電機電子温暖化対策連絡会に参

画しており、カーボンニュートラル（以下 CN）実現に向けた取組において、具体的な実行

計画のための指針や業界ポジショニングの明確化、あるいは勉強会などを実施しており、CN
を加速推進に資する情報が展開されている。これらの情報は企画委員会などを中心に随時展

開を図ると共に、現時点で CN に資する SSL 化における CO2 排出算定モデルの更新などが

今後の課題としてあり、これらに対応してゆく。 

２-2 “あかりの質向上"による新たな空間価値の創出・提案 

２-2-1 Lighting 5.0 による高付加価値製品の普及促進 

① Lighting 5.0 製品の訴求推進  

Lighting 5.0 の高付加価値を「健康」「快適」「安全」「便利」として、それぞれの切り口で、

具体的な会員企業の製品を集め、LIGHTING ACTION for 2030 スペシャルサイトに掲載し

た。3/31 現在で 32 機種の製品を収録している。また Lighting 5.0 ロゴについては、その運

用法をマニュアルとしてまとめ、会員企業に公開し、活用を促進している。多くの会員企業

においてカタログや販促物あるいはポスター展示など、当会ロゴの運用が展開されている。 

② CIE 第 3 部会（屋内環境と照明設計）及び第 4 部会（交通と屋外の照明）に関連する改訂・

研究調査活動 

第 3 部会国際会議（6/27）にリモート参加し、部会投票 4 件に対応した。JWG を構成する

ISO/TC274 JWG5 における CIE/ISO8995-1「屋内作業場の照明基準」に関する CD 文書の

検討を行った。第 4 部会国際会議（9/23,24）にリモートで参加し、その状況を国内小委員会

にて共有した。部会投票 4 件に対応し、部会国内小委員会では、SR 投票（ISO 30061/CIE S 
020:2007)の対応及び ISO/CIE 8995-3「屋外作業場の保安と安全」の検討を実施した。 

２-2-2 強靭で持続可能なまちづくりへの貢献（エリア防災照明） 
① パンフレット、HP/SNS などを活用した積極的な広報活動推進 

啓発活動の一環として、外部媒体への記事寄稿（School Amenity、電気設備学会誌、電材流

通新聞）を進めた。 

② 内閣府、国交省、環境省、自治体等と連携した、普及啓発活動 

10/22～10/23 に神戸にて開催された「ぼうさいこくたい 2022 in Kobe」に出展した。トルコ・

シリア大地震などの発生から、防災に対する意識が向上している。2023 年 5 月には東京国際

消防防災展 2023 が開催されることとなり、JLMA としてもエリア防災照明の取組を中心に

積極的に出展することとし、申込および展示ブース構成内容など具体的な準備に着手した。 

２-2-3 放射応用機器の普及推進 

① UV-C 応用殺菌機器の国際レベルでの技術情報収集 

小委員会を計 7 回開催し、TC34/WG23 会議、JWG21 の概要の展開及び技術資料 305 改正、

電気消毒器自主評定に関する検討審議を行った。技術資料 305 の改正ドラフトを完成させた。 

② UV-C 応用殺菌機器の普及推進 

GLA では 2022/2 に発行している UVC 応用に関するポジションステートメントの更新作業

を進めてきた。そのドラフトが完成し、各国からの賛同がえられたところで発行待ちとなっ

た。この一連の作業により、UVC 応用に関する啓発活動は完結した。 
 

２-3 “新たな空間価値の創出”を支える基盤技術の調査研究 

２-3-1 より良い光環境・照明環境の実現に向けた調査研究（CIE 活動） 
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第 1 部会国際会議（8/5）に参加した。国内小委員会を開催し、対処方針の確認や 2 件の部会

投票に対応した。第 6 部会国際会議（10/6Webex）に参加した。第 8 部会国際会議（11/14
ハイブリッド）に参加した。国内小委員会を開催し、5 件の部会投票案件の投票案を承認し

た。 

２-3-2 照明システムに関する調査（スマートシティー、HEMS などの連携、新光源） 

JEITA 主催の展示会 CEATEC を視察し、Lighting 5.0 に関連する Society 5.0 関連動向を確

認し会報 11 月号で調査内容を紹介した。また、企画委員会及び照明技術委員会メンバーには、

スマートコミュニティ・アライアンス（JSCA）からのニュースの紹介（38 回）及び JSCA 
NEWS LETER（8 回）の展開を図った。 

２-4 環境負荷物質への対応 

２-4-1 国内外法規制対応（RoHS 指令に対する国内対応・水俣条約対応など） 

① RoHS 指令改正の WTO/TBT 通報対応及び JEL/技術資料の改正検討 

環境関連の工業会規格などのうち、ガイド 136（照明器具に関する VOC ガイドライン）の

改正発行(11/11)、また技術資料 136(照明器具の環境配慮に関する評価基準)をガイド 005(照
明製品 製品アセスメントマニュアル)へ統合し、ガイド 005 改正発行(11/11)、並びに技術資

料 136 を廃止(11/11)した。 
水銀規制に関しては、水銀使用ランプの適用除外申請(2015 年)に対する欧州委員会決定内容

が 2 月 24 日官報で公表され、環境対策小委員会への展開し、また会報 6 月号で報告した。

UK_RoHS の EU_RoHS への整合要請を JEITA 関係 WG を通じて、実施しその整合を確認

した。 

② COP4 に向けての水銀条約附属書 A 改正に向けた検討 

2022/3 に実施された COP4.2 の附属書 A の更新情報について HP 並びに会報 6 月号などで

周知した。水銀汚染防止法施行令の改正対応などを実施した。さらに 2023/10 開催が予定さ

れている COP5 に向け、UNEP への JLMA からの情報提供を行い、METI への情報提供を

進め、METI 見解の発信を支援した。UNEP 主催のワークショップに METI と共に参加し、

国内の状況を説明した。 

２-4-2 PCB 関連事項 

｢PCB 廃棄物早期処理関係者連絡会｣への参画及び照明器具関連の情報発信 

以下の情報連絡会などに出席し、その情報を環境対策小委員会へ展開した。また国が実施す

る早期処理完了を目指した取り組みに関する説明会の案内を HP へ掲載した。 
・PCB 継続保管物に係る取扱いの変更 についての説明会（5/10） 
・低濃度 PCB 汚染電気機器の適正処理説明会(7/27） 
・第 15、16 回 PCB 早期処理連絡会(9/7、2/14） 

 
３ グローバル化・ボーダレス化への対応 

３-1 海外市場展開の為の環境整備 

３-1-1 各国政府、産業界との国際交流と情報収集 

① GLA 諸活動への積極参画と戦略的活動提案 

ワーキンググループ、タスクフォース活動への参加による意見発信 

GLA の WG やタスクフォースの活動としては、UV-C 関連 WG と物質関連 WG（水俣条約）

の２つの WG に JLMA としては深く関わっている。 
また GLA 事務局長が変更となり、新体制のもと、GLA 活動を、(1)サステナビリティ、(2)
エネルギー保全、(3)健康・快適 という 3 つの軸での活動としてゆくことが決議された。限

られたリソースの中で、各軸における緊急性や影響度などの観点から、具体的な 3～4WG が

形成されてゆくことになる。具体的な活動開始は 2023 年度中になる。 

② GLA を軸にした各国照明業界との連携強化 
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GLA 参加国拡大への積極参画（アジア各国照明協会への参加働きかけ） 

GLA 理事会は、1 回のリアル参加があったものの、それ以外の国際的な活動は、新型コロナ

ウィルス感染の影響を受け、自粛された。とくにアジア各国照明協会への GLA 参加の働き

かけが期待されているが、今年度は具体的な進展はなかった。GLA リアル会議時には、LE
（欧州）、NEMA（米国）、ELCOMA（インド）などの各地域での状況情報を得た。その他、

イタリア商工会議所日本駐在より照会があり、Extra Light（EU 中小照明企業団体）との情

報交換などに対応した。 

③ アジア各国の照明協会と MOU を締結／更新 

前述のとおり、リアルな国際活動の自粛により、特筆すべき進展はなかった。 

④ 国委託事業、関連省庁イベントへの参加による各国キーパーソンとの人脈を構築（スマート

シティ開発・公共事業入札等） 

JASCA の ASEAN 諸国（タイ、ベトナム、インドネシア等）のスマートシティ推進情報収

集（ウェビナー）などに参加し、情報を得ている。一方リアルでの人脈開発は、前述の理由

により滞った。 

３-2 日本照明のブランド化 

３-2-1 海外展示会参加による情報取集と日本照明 PR 

GLA会議（ニューデリー）の招致元であるELCOMAが主催したインドLIGHT＋LED EXPO
の視察が、唯一の国際イベントへのリアル参加となった。その内容については会報に掲載し

た。その他 LIGHTING VISION 2030 の英文版リーフレット作成し HP へ掲載した。 

３-2-2 イベント&ビジネスマッチング活動推進 

MOU 提携海外照明協会のイベント参加等によるビジネスマッチング活動推進 

新型コロナウィルス感染症の拡大影響を鑑み、リアルな活動の自粛のため、特記すべき進捗

には至らなかった。 

３-3 公正で適正な競争ができる健全な市場維持 

３-3-1 試買調査など市場監視体制の強化 

① G13 直管 LED ランプの試買調査の実施 

「G13 直管 LED ランプ基準作成 WG」を実行チームとし、9 社の製品について JLMA301
適合調査を実施した。前年度の選考調査結果から、重要調査項目に絞って実施した結果、様々

な不適合箇所があることが判明し、JLMA301 の内容において正しく理解されていないこと

を把握した。不適合については、個社ごとに情報共有し、各個社が改善を図る方向で合意が

得られた。 
次年度は、対象範囲を会員企業製品に限らず、G13 口金を有する LED 光源という範囲で、

会員外製品も含め JLMA301 適合を軸として、市場調査を実施することを決定した。 

② 効果的な試買評価制度実施のための関係省庁への提言 

2022 年度においては特筆すべき事項はなかった。 

３-3-2 公正な測定技術確立のための情報発信 

① 測光,不確かさ,JNLA 制度に関連する情報共有／セミナーの計画と開催 

照明測定技術小委員会を計画通り 4 回するとともに、JIS 規格検討 WG 及び電力測定 SWG
並びに JNLA 推進分科会をそれぞれ開催した。また第 13 回工業会セミナー「測光試験所の

品質システムと測定の不確かさ評価」(2023/3/9)をハイブリッド形式で開催した。 

② CIE 第 2 部会（光と放射の物理測定）に関連する改訂・研究調査活動 

CIE 第 2 部会国際会議 Part1（実施事項報告、9/14 開催）、Part2（活動報告と審議、10/12
開催）それぞれに参加し、対応する国内小委員会を開催し、部会投票 11 件に対応した。 

 
 



  

 

11 
 

４ 認証事業推進 

４-1 委託認定事業推進 

４-1-1 消防法適合の誘導灯器具等の認定業務推進 

① JEA 誘導灯認定委員会関連業務の推進(1) 
認定試験立会及び審査委員会での事前審議を含む誘導灯認定業務の推進 

登録認定試験機関における認定試験立会を消防委員に随行し実施した（2 回 9 件）。また計画

どおり年 4 回開催となる審査委員会/認定委員会において計 79 件の型式認定を完了した。 

② JEA 誘導灯認定委員会関連業務の推進(2) 
登録製造事業者及び登録認定試験機関立ち入り調査実施 

新型コロナウィルス感染症の拡大影響を鑑み、また非常用照明器具等の優先度を上げるなど

の影響もあり、今年度は実施しないこととした。 

③ JIL5502 改正 

JIL5502 誘導灯器具等の技術基準ほか関連する工業会技術資料、工業会ガイドなどを全面的

に改正する方向でドラフトを検討中である。 

④ 買い上げ試験推進（避難口・通路誘導灯）：表示面輝度特性を中心に評価 

3 型式、各 3 社の避難口・通路誘導灯および 5 社 11 器種の階段通路誘導灯について市場から

調達し、それぞれの特性を評価した。特段の不適合なく、完了した。 

４-2 照明器具自主認証事業推進 

４-2-1 建築基準法適合の非常用照明器具の自主評定推進 

① 非常用照明器具自主評定業務の推進 

非常用照明器具自主評定委員会は 4 回開催され、19 件の申請について審議され、評定された。 

② 非常用照明器具自主評定業務：登録製造事業者立ち入り調査の実施 

登録製造事業者の中からピックアップした 2 社について、立ち入り調査を実施した。製造工

程における性能確認工程の他、登録されている計器類の確認など一連の審査工程を完了し、

特段の不適合がないことを確認した。 

４-2-2 埋込み形照明器具の自主評定推進 

① 埋込み形照明器具自主評定業務の推進 

埋込み形照明器具自主評定委員会は 4 回開催され、11 件の申請について審議され、評定され

た。 

② 埋込み形照明器具自主評定業務：登録製造事業者立ち入り調査の実施 

登録製造事業者の中からピックアップした 2 社について、立ち入り調査を実施した。製造工

程における性能確認工程の他、登録されている計器類の確認など一連の審査工程を完了し、

特段の不適合がないことを確認した。 

③ JIL5002 改正：JIL5002 と技術資料 141 の統合 

7 回に渡る委員会を開催し JIL5002（埋込み形照明器具）の改正ドラフトを検討してきた。

最終ドラフトを完成させた。上位である照明技術委員会に付議予定。 

４-2-3 公共施設用照明器具の標準化推進 

① JIL5004:2021(2022 年版）に対する課題抽出 

JIL5004:2021(2022 年版）が発行された一方で、公共施設用照明器具小委員会や関連する分

科会を開催し、次回３年後の改正を見据えて、現規格に対する官庁、メーカーからの改正要

望の抽出を開始した。 

② 公共施設用照明器具確認図確認業務推進 

JIL5004:2021(2022 年版）に基づく確認図の確認業務を推進しており、初年度としては 760
件の確認図をチェックし承認した。 

４-2-4 住宅及び屋外用非常灯等自主評定推進 
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① 住宅・屋外用非常灯等自主評定業務の推進 

今年度は、当該評定に対する申請は無かった。また住宅用非常灯及び屋外用非常灯等の自主

評定業務に関する規則の改正を行った。 

② 住宅・屋外用非常灯等自主評定業務:登録製造事業者立ち入り調査の実施 

本年度は未実施とした。 

③ 住宅・屋外用非常灯等自主評定制度および、関連規程類の制定 
・JIL5510 改正対応；屋外用非常灯電源装置規格化 
 (屋外用非常灯基準作成分科会連携) 
・東電 PG 電柱共架対応；電池内蔵非常灯の電池及び電源装置規格化 
 (屋外用非常灯基準作成分科会連携) 

JIL5510 改正を行い、主な変更点として屋外用非常灯電源装置の規定化を加えた。また電池

内蔵型非常用照明機器を、東電パワーグリッド管轄の電柱に共架できる規定について、東電

パワーグリッドと屋外用非常灯基準作成分科会/エリア防災運営小員会と連携して協議を進

めている。今年度は完了せず、引き続き継続協議となった。 

 
５ 工業会活動の活性化 

５-1 工業会運営体制強化 

５-1-1 照明事業戦略の立案 

2022 年度事業計画実施とフォロー並びに 2023 年度事業計画立案 

2023 年度の事業計画表をとりまとめた。また適切な KPI の設定と月次ベースでの情報共有

について要望を得たので、これを繁栄させてゆく。 

５-1-2 働きがいのある職場環境構築と財務基盤の強化 

① IT 化推進による合理化：新財務アプリケーション導入、テレワーク勤務環境整備 

新財務システムを導入し、ほぼ１年間試用を継続してきた。実運用上などの課題の洗い出し

や運用方法に関する知見が得られたことから、2023 年度から、新システムでの処理を正とし

て、システムの移行を完了する。またアフターコロナを念頭に、自宅からの通信に支障がな

いよう、PC や各種デバイスまたアプリケーションの維持管理を進めた。 

② 「働き方改革」としてのテレワーク、効果計測と検証 

最大でテレワーク率 42％まで利用を高め、コロナ対策を講じた。その収束を迎え、2023 年 3
月では 21%まで落ち、コロナまん延状況に応じたテレワークの有効運用が図れた。アフター

コロナにおいても、効果的な働き方改革として、定着をすすめる。 

５-2 工業会プレゼンスの向上 

５-2-1 「あかりの日」事業推進 

① 新規施策展開による事業推進 
・SNS を活用した新しい「あかりの日」活動推進による認知度向上 
・パブリシティ強化による認知度向上 

SNS では６回に渡り活動情報配信を行った。ポスターコンテスト関連のリリースは延べ 165
媒体での露出となった。広告費用として 80 百万円の換算効果を得た。また例年どおり「あ

かりの日」の認知度を調査した。結果としては、昨年同様の 4%という認知度を確認した。 

② Lighting Action for 2030 と連動したイベントの計画推進 

「あかりの日」は広く一般の方への啓発が中心であり、IGHTING ACTION for 2030 では

LED の次の世代として、高付加価値を訴求する点で、啓発対象が若干異なることから、連動

的なアクションはしないこととした。結果としては、LIGHTING ACTION のスペシャルサ

イトで「10 月 21 日はあかりの日」の表示を行う程度にとどまる。 

５-2-2 工業会１０周年イベントの推進 

① 日本照明工業史（10 年史）の編纂 
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戦略企画推進委員会を日本照明工業史編集委員会として組織し、章割りの決定と執筆者分担

を決定し、執筆を依頼した。編集委員会での査読、校正を進め、ほぼスケジュール通り校了

した。2023 年 4 月に印刷し、2023 年 5 月 18 日開催を発行日とする。同日開催を予定して

いる JLMA 創立 10 周年記念式典にて閲覧可能とする。 

② 2023 年 5 月総会に合わせた 10 周年イベントの計画策定、Lighting Action for 2030 との連

動方針の検討 

総会懇親会を JLMA 創立 10 周年記念式典として、祝宴の場とすることとし、実行計画を立

案した。LIGHTING ACTION for 2030 の 2023 年度は、アイデアコンテストなどの開催を

主としており、春季の段階では、記念式典との連動による効果を見いだせず、それぞれ独立

して実行計画を作成し推進することとした。 

５-2-3 Lighting Action for 2030 の推進 

 Lighting Action for 2030 の企画、運営 

LAf2030 実行委員会にて、主に Lighting5.0 を一般の方まで浸透させるべく、23 年度の中心

的な広報活動として、「Lighting 5.0 未来のあかりアイデアコンテスト」の実施計画をとり

まとめ、理事会の承認を得た。2023 年度の実施費用として 50M の実行予算特別広報活動費

として計上し承認された。 

５-2-4 情報発信力の強化（一般向け） 
① HP の定期更新とサイトマップ見直し 

月次ベースで、HP 一般サイトの更新を実施した。また会員内ではデジタルで無償配信して

いる規格類についても、その公共性を鑑みながら、一部のガイド、規格類については無償公

開も実施している。 

② SNS 定期配信とフォロワー獲得活動推進 

年間では計 41 回の SNS 上のコメント発信を行った。このほか 2 回のデジタル広告を掲載。

Twitter フォロワー数は 21.5k となっており、微減で推移している。 

③ メーカーリンク広告事業の見直し 

大手会員企業のみならず、中堅以下の会員企業が参画しやすいよう 2022 年 4 月より規約改

定し、広告掲載費用を値下げした。これにより参画企業数は増加した。 

５-2-5 会員満足度の向上 
① 工業会会報による情報発信 

滞りなく照明工業会報全６巻を発行(No. 54-59)した。 

② 会員サイトの充実（アーカイブとしての情報整理） 

過去工業史の掲載は、JLMA 創立 10 周年記念事業としての日本照明工業史の公開と同時に

実施することとした。IEC 審議文書の作成、登録・閲覧・コメント提案などの一連のデータ

ベース化が完了し、運用を開始した。TC34 直下ならびに傘下の SC 下に逐次審議文書なら

びに国内対処案（投票案）が格納されつつある。運用を継続する。 
その他会員サイトでは、一部非会員でも様々な情報にアクセスできる権限を有する運用とな

っていたが、アクセス権限の見直しを実施し、アクセス管理レベルの厳格化を実施した。 

③ 会員連絡会（年 3 回）の継続ならびに会員意見の収集と改善 

年間スケジュールどおり、6/29、10/26、2023/2/2 の計 3 回。すべてオンライン形式にて開

催した。各回ともにアンケート調査を実施し、会員要望などを都度盛り込むかたちで実施し

た。次年度以降の開催形式についてもアンケートをとり、オンライン実施の要望が高いこと

を鑑み、すくなくともオンラインでアクセスできるように進めてゆくこととした。 

以上 


